講座16
公務員労働者の勤務時間制度
１．勤務時間制度等（＝勤務時間、休日、休暇）

（１）勤務時間条例
　地方公務員法第24条第６項の規定に基づき、職員の勤務時間、休日、休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。
　※　対象は一般行政職員、警察職員、消防職員、大学を設置している自治体では学長、教員、事務職員が対象となる。
企業職員は企業管理規定、単純労務職員にあっては就業規則による。
教育長は教特法の規定により独立した条例による。
（２）勤務時間制度等を定めるにあたっての原則
　①　法律で定めなければならない
　②　社会一般の情勢に適応しなければならない

　③　勤務時間等は、労使が対等の立場で決定すべきもの

　④　勤務時間制度等については、国の職員等との間に権衡を失しないようにすること

　⑤　勤務時間等については、平等に取り扱わなければならない

　⑥　使用者は勤務時間制度等について、職員に対し明示しなければならない。

２．１週間の勤務時間
（１）１週間の定義
　労基法上は「日曜日から土曜日までの歴週」
　　　※　東京都・２３区の勤務時間条例施行規則では明文で「日曜日から土曜日までの７日間」を１週間として定義
（２）正規の勤務時間の割り振り
　　日曜日および土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。）とする。
任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間45分の勤務時間を割り振るものとする。
　○　何をもって勤務時間かの判断基準について
　　　一般的に使用者の指揮監督下に拘束された従属的労働に従事しており、かつ、労働時間といえるためには次の①～⑤のすべての拘束条件を満たす必要がある。
　　　①　一定の場所的な拘束

　　　②　一定の時間的な拘束

　　　③　一定の態度ないし行動上の拘束
　　　④　一定の労務指揮的立場から行われる支配ないし監督的な拘束

　　　⑤　一定の業務内容ないし業務上の拘束
（「労働時間・休日・休暇の法律実務（新訂）」安西愈（まさる）著）中央経済社」による）
　　※　「新勤務時間・休日・休暇」資料Ｐ107～114参照のこと
（３）具体的な勤務時間の割り振り
　①　正規の勤務時間の割り振りにあたっての原則
　　執務時間を基礎に任命権者が定めるのが原則となるが、１月以上の長期にわたり、かつ、特に必要があるときの勤務時間の割り振りは、実質的にその権限を有する者（部長・課長など）が割り振りを臨時に変更することができるようにしておくことが適当。
　　休憩時間、休息時間の変更についても同様に変更可能なように規定しておくべき。
　②　１日について７時間45分以内の原則
　　ア）１暦日（１労働日）内の勤務時間の原則

　　　※　警察官、消防吏員、病棟の看護師などの職員は午前零時をまたぐ勤務となる場合があるが、これは「２暦日１勤務」として扱う。この場合、勤務時間の始期の属する日の勤務として計算される。
　　イ）１日について7時間45分以内の原則
　　　※　分断した割り振りであるのが合理的な職務もあるため、必ずしも継続した7時間45分の必要はない。
　③　１週間について５日間の割り振りの原則

　　１週間につき２日の週休制のもとでは、１週間の正規の勤務時間は５日間に割り振ることになり、日曜日および土曜日が週休日である典型的なパターンの場合の５日間は月から金となる。
　　正規の勤務時間が必ずしも月曜日から金曜日とならないような勤務の場合は（一般的に交替制勤務）、週休日は「４週間を通じ８日の割合」で割り振ることとなる。
３．勤務形態について
（１）深夜勤務

　①　深夜勤務の定義

　　午後10時から午前５時までの勤務について、通常の勤務とは区別される
　　ア）満18歳に満たない職員（ただし、交替制により勤務する満16歳以上の男性を除く）を勤務させてはならない（労基法61条1項）。

	（深夜業）

第61条　使用者は、満18才に満たない者を午後10時から午前５時までの間において使用してはならない。ただし、交替制によって使用する満16才以上の男性については、この限りでない。

○２　厚生労働大臣は、必要であると認める場合においては、前項の時刻を、地域又は期間を限って、午後11時及び午前６時とすることができる。

○３　交替制によって労働させる事業については、行政官庁の許可を受けて、第一項の規定にかかわらず午後10時30分まで労働させ、又は前項の規定にかかわらず午前５時30分から労働させることができる。

　（４項、５項省略）


イ）正規の勤務時間が割り振られている場合は割増賃金が支払われる（労基法37条3項）。
	（時間外、休日及び深夜の割増賃金）

第37条　使用者が、第33条又は前条第一項の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させた場合においては、その時間又はその日の労働については、通常の労働時間又は労働日の賃金の計算額の２割５分以上５割以下の範囲内でそれぞれ政令で定める率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。ただし、当該延長して労働させた時間が１箇月について60時間を超えた場合においては、その超えた時間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の５割以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。

（２項以下省略。）


②　女性の深夜勤務の原則禁止の撤廃
　1997年（平成９年）の労働基準法中の女性保護規定の撤廃と男女雇用機会均等法の成立により、母性保護措置の充実がはかられる一方、それ以外の時間外・休日労働の規制や深夜業の原則禁止規定が、1999年（平成11年）４月から撤廃された。
　※　妊娠中の女性および産後１年を経過しない女性が請求した場合は、深夜勤務を命ずることはできない。また、育児・介護に従事する職員（男女とも）にあっては、時間外勤務と同様の制限が別に定められている。
　③　深夜勤務規定の適用除外について
　ア）一般的な適用除外の場合

　　・災害時における臨時の必要がある場合の対応（監督機関の許可－事後も可）
　　・公務のための臨時の必要がある場合、官公署の事業に従事する職員
　イ）事業の性質上適用除外される場合
　　・労基法別表第１・６号　農林業関係に従事する職員
　　・同８号　　　畜産・養蚕・水産事業関係に従事する職員
　　・同13号　　 保健衛生業関係に従事する職員
　　・号別事業区分に関係なく電話交換の業務に従事する職員
	労働基準法別表第一　（第33条、第40条、第41条、第56条、第61条関係） 

１　物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包装、装飾、仕上げ、販売のためにする仕立て、破壊若しくは解体又は材料の変造の事業（電気、ガス又は各種動力の発生、変更若しくは伝導の事業及び水道の事業を含む。）

２　鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業

３　土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業

４　道路、鉄道、軌道、索道、船舶又は航空機による旅客又は貨物の運送の事業

５　ドック、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫における貨物の取扱いの事業

６　土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽植、栽培、採取若しくは伐採の事業その他農林の事業

７　動物の飼育又は水産動植物の採捕若しくは養殖の事業その他の畜産、養蚕又は水産の事業

８　物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理容の事業

９　金融、保険、媒介、周旋、集金、案内又は広告の事業

10　映画の製作又は映写、演劇その他興行の事業

11　郵便、信書便又は電気通信の事業

12　教育、研究又は調査の事業

13　病者又は虚弱者の治療、看護その他保健衛生の事業

14　旅館、料理店、飲食店、接客業又は娯楽場の事業

15　焼却、清掃又はと畜場の事業


（２）弾力的（変形）労働時間制
　労働基準法における弾力的（変形）労働時間制の実施は、労働者の生活設計を損なわない範囲内において労働時間を弾力化し、週休２日制の普及、年間休日日数の増加、業務の繁閑に応じた労働時間の配分を行うことによって労働時間を短縮することを目的とし、1988（昭和63）年４月１日から採用された。

　①　１箇月単位の変形労働時間制

　　改正前の４週間単位の変形労働時間制が１箇月以内と改正された。

　　※　１箇月とした理由は通常の給与計算期間が１箇月であること、業務の繁閑の周期が週単位でないことなどによる。
　　ア）１箇月単位の変形労働時間制は、「労使協定」を締結することによっても導入できる

　　イ）就業規則その他にこれに準ずるものにより、変形労働時間制を取ることを明定しておかなければならない。

　　ウ）１箇月以内の一定期間を平均し１週間あたりの勤務時間が38時間45分を超えないことを定めておかなければならない。
　②　フレックスタイム制－別添資料参照のこと。
　③　１年単位の変形労働時間制

　④　１週間単位の非定型的変形労働時間制

〔変形労働時間制と職員別適用区分〕
	事項

区分
	適用職員区分
	妊産婦の特例
	特別の配慮を要する者の特例

	1箇月単位の変形労働時間制
	全　　職　　員
	・妊産婦が請求した場合１週38時間45分１日７時間45分を超えて勤務させてはならない
	・育児を行う者

・老人等の介護を行う者

・職業訓練（教育）を受ける者

・その他特別の配慮を要する者

　育児等の必要な時間を確保できるように努めなければならない

	１年単位の変形労働時間制
	企　業　職　員

単純労務職員
	
	

	１週間単位の非定型的変形労働時間
	
	
	

	フレックスタイム
	
	－
	－


（３）裁量労働制

　業務の遂行の手段および時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして、省令で定める業務のうちから労働者につかせる業務を定め、その労働時間の算定については、労使協定で定めるところによることとする旨を定めた勤務と定義する。

　裁量労働制については、職員に関しては、企業職員・単純労務職員を除いては適用されない。
＜専門業務型裁量労働制の対象業務の具体例＞
　①　新技術の研究開発または人文科学・自然科学に関する研究の業務
　②　情報処理システムの分析又は設計の業務
③　新聞若しくは出版の事業における記事の取材若しくは編集の業務又は「放送番組」の制作のための取材若しくは編集の業務
④　衣服、室内装飾、工業製品、広告等の新たなデザインの考案の業務

⑤　放送番組、映画等の制作の事業におけるプロデューサー又はディレクターの業務
⑥　広告、宣伝等における商品等の内容、特長等に係る文章の案の考案の業務（いわゆるコピーライターの業務）

　その他、システムコンサルタント、インテリアコーディネーター、ゲーム用ソフトウェアの創作、証券アナリスト、公認会計士、弁護士、建築士、不動産鑑定士、弁理士、税理士、中小企業診断士の業務など
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